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要旨：高炉スラグ高含有セメントを用いた超高強度コンクリート柱・梁接合部実験および柱実験を実施した。

柱・梁接合部試験体はプレキャスト工法を想定した接合部破壊型の試験体であり，実験の結果，想定通り接

合部破壊となったこと，従来セメントを用いた同断面・同配筋の試験体と耐力や履歴性状に差がないことが

確認された。一方，曲げ破壊を想定した柱試験体も，従来セメントを用いた試験体と同等の耐力や履歴性状

であることを確認した。また，柱試験体の曲げ耐力について，カバーコンクリートおよびコアコンクリート

を材料試験結果に基づきモデル化した断面解析により，精度良く評価できることを確認した。 

キーワード：高炉スラグ高含有セメント，超高強度コンクリート，柱・梁接合部，柱，高軸力，断面解析 

 

1. はじめに 

 近年，地球環境保護の観点からエネルギー消費と二酸

化炭素排出量を抑制するための有効な手段として高炉セ

メントの利用拡大が期待されている。筆者らの研究グル

ープは高炉スラグを多量に含有するセメントと，それを

使用したコンクリートおよびこのコンクリートに適した

構造体の全体システムの開発を行ってきた 1),2)。 

 この高炉スラグ高含有セメントを使ったコンクリート

は，水セメント比が 50%程度の普通強度の領域では中性

化速度が従来セメントを使ったコンクリートよりも速く

なる場合があるため，水セメント比を低下（コンクリー

トを高強度化）させることにより，従来セメントを使っ

た部材と同等の中性化に対する抵抗性を確保してきた 3)。 

 本報では，100N/mm2 超高強度用に開発した，シリカ

フュームを 10%混合した高炉スラグ高含有セメントを用

いたコンクリート 4)（以下，BCH コンクリート）を使っ

た構造部材の性能を検証するために実施した，柱・梁接

合部実験および柱実験結果について報告する。 

 

2. 柱・梁接合部実験 

2.1 実験概要 

 試験体一覧を表－1 に，試験体図を図－1 に示す。試

験体は梁・接合部一体型プレキャスト（以下，PCa）工

法を想定しており（図－2），柱断面を 350mm×350mm，

梁断面を 255mm×350mm とし，接合部でのせん断破壊

が先行するように設計した。パラメータはコンクリート

（セメント，BCH と高強度用に一般に用いられる中庸熱

（M））の種類のみである。コンクリートの調合を表－2

に示す。コンクリートには，実施工時に耐火性能確保の

ために投入することが想定されるポリプロピレン繊維を

1kg/m3混入した。 

 

表－1 柱・梁接合部試験体一覧 

BCH-J5 M-J6

BCH M

断面

主筋

せん断補強筋

断面

主筋

せん断補強筋

せん断補強筋

せん断余裕度*1 0.67 0.73

定着余裕度*2 1.08 1.17

4-D6（KSS785）3組

pw=0.51%接
合
部

コンクリート

試験体名

12-D16（SD490）

pg=1.95%

4-D6@50（KSS785）

pw=0.73%

4+4-D22（SD490）

pt=4.30%梁

柱

350mm×350mm

255mm×350mm

4-D6@75（KSS785）

pw=0.67%

 

*1：靭性保証型指

針
5)
による接合

部せん断信頼強

度Vjuを終局限界

状態設計用せん

断力 Vj で除した

値 

*2：靭性保証型指

針による付着強

度τuを接合部内

通し梁主筋の設

計用付着応力度

τjで除した値 

 

一般部
柱断面図

梁断面図

スリーブ継手

シース管

目地（20mm）

目地（20mm）

：正加力

：負加力

図－1 試験体図 

（BCH-J5，M-J6 共通，単位：mm） 
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接合部
一体型
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差込み

接合部内
柱主筋

（シース管）
グラウト充填

スリーブ継手
グラウト充填

PCa
上柱
設置

図－2 試験体組立手順 
 

加力は，試験体を閉鎖型フレームに入れ，左右の梁の 

鉛直変形が逆対称になるように油圧ジャッキを制御しな

がら，変位漸増正負繰返し載荷により行った。柱には圧

縮軸力比ηc（=N/(Bc･Dc･σB)，N：圧縮軸力，Bc：柱幅，

Dc：柱せい，σB：実験時コンクリートシリンダー（φ

100mm×200mm）圧縮強度）0.2 の一定軸力を導入した。

変位履歴は，層間変形角（Rc）制御とし，Rc=±1,2,3.3,5,7.5, 

10,15,20,30,40,50/1000rad.で各 2 回ずつの正負繰返しと

した。 

実験時のコンクリートおよび鉄筋の材料強度を表－3 

に示す。実験時の材料強度を用いて文献 5)により計算し

た接合部せん断余裕度（Vju/Vj）と通し配筋の定着余裕度

（τu/τj）を表－1 に併記した。 
 

表－2 コンクリートの調合 

W C S G
BCH 60±10 2.0 20 148 740 659 851

M 60±10 2.0 23 170 740 662 851

セメントの
種類

スランプフロー
[cm]

空気量
[%]

W/C
[%]

単位量[kg/m3]

W：上水道水，C：高強度用 BCH プロトタイプセメント（密度：

2.89g/cm3
）・中庸熱ポルトランドセメント（密度：3.21g/cm3

），

S：千葉県君津産山砂，G：山梨県大月産安山岩 
 

表－3 材料試験結果一覧（単位：N/mm2
） 

σ B Ec σ ct

BCH 106.3 3.69×104 4.43

M 120.0 3.82×104 5.25

σ y Es σ t

柱主筋D16（SD490） 562.8 1.95×105 748.2

梁主筋D22（SD490） 551.5 1.97×105 743.7

せん断補強筋D6（KSS785） 905.3* 1.88×105 1148.5

Ec・Es：コンクリート・鉄筋ヤング係数，σct：コンクリートシ

リンダー割裂引張強度，σy：鉄筋降伏強度，σt：鉄筋引張強度

*：せん断補強筋 D6 の降伏強度は 0.2%耐力 

 

2.2 実験結果 

 図－3 に層せん断力－層間変形角関係と Rc=-40 

/1000rad.ピーク時の試験体ひび割れ状況を示す。図には，

文献 5)による接合部せん断強度時の層せん断力を点線で

示した。なお，接合部せん断強度 Vju 時の層せん断力 Vc

は以下の式(1)により算出した。 

Vc=Vju･Lb･jb/(L･h－Lb･jb)                   (1) 

Lb：梁スパン長，L：梁内法スパン長（=Lb－Dc），jb：梁

の応力中心間距離（=7d/8），d：梁有効せい，h：階高 
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図－3 層せん断力－層間変形角関係 

 

BCH コンクリートを用いた BCH-J5 および従来コン

クリートを用いた M-J6 はともに，Rc=±15/1000rad.付近

で梁主筋（1 段筋）の降伏は見られたが， 2 段筋の降伏

は確認されなかった。また，図に示したひび割れ状況（接

合部対角線上のひび割れが拡大）を勘案すると，いずれ

も接合部破壊であったと判定できる。BCH-J5，M-J6 と

も，接合部せん断強度計算値を上回り， Rc=±30/1000rad.

で接合部補強筋降伏直後に最大耐力を発揮し，その後は

徐々に耐力が低下した。 

表－4 に実験結果一覧を示す。梁曲げひび割れ発生強

度，接合部ひび割れ発生強度について，ほとんど実験値

が計算値を下回っていたが，BCH コンクリートを用い

た BCH-J5 と従来コンクリートを用いた M-J6 で実験値

と計算値の比に大差がないことを確認した。最大耐力に

ついては，BCH-J5，M-J6 ともに梁曲げ終局強度に達し

ていないこと，接合部せん断強度計算値を約 30%上回っ 

(a)BCH-J5 

(b) M-J6
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表－4 柱・梁接合部実験結果一覧 

正 負 正 負

Vc  [kN] 35.2 -30.6 43.1 -40.1

Rc [/1000rad.] 0.4 -0.2 0.5 -0.2

57.0 57.0 59.9 59.9
(0.62) (0.54) (0.72) (0.67)

Vc  [kN] 196.0 -254.9 240.7 -236.6

Rc [/1000rad.] 3.7 -5.1 4.3 -4.1

252.1 252.1 274.6 274.6
(0.78) (1.01) (0.88) (0.86)

Vc  [kN] 544.5 -525.7 574.4 -560.5

Rc [/1000rad.] 29.3 -30.1 28.5 -30.1

613.8 613.8 613.8 613.8
(0.89) (0.86) (0.94) (0.91)
399.6 399.6 435.0 435.0
(1.36) (1.32) (1.32) (1.29)

BCH-J5 M-J6

最大
耐力

接合部
ひび割れ

梁曲げ
ひび割れ

計算値1 [kN]

計算値2 [kN]

計算値3 [kN]

計算値4 [kN]

試験体

（）内は実験値と計算値の比，計算値 1：梁曲げひび割れ発生

強度計算値
6)
時層せん断力，計算値 2：接合部ひび割れ発生強

度計算値
5)
時層せん断力，計算値 3：梁曲げ終局強度計算値

6)

時層せん断力，計算値 4：接合部せん断強度計算値
5)
時層せん

断力 

 

ていたことを確認した。 

図－4(a)に BCH-J5 と M-J6 の層せん断力－層間変形角

の包絡線の比較を，図－4(b)に接合部せん断力－接合部

せん断変形角の包絡線の比較を示す。図－4(a),(b)の縦軸

は両試験体のコンクリート強度が異なっていたため，そ

れぞれ接合部せん断強度計算値 Vju
5)時の層せん断力と

Vjuで基準化した。図中の二つの曲線はほとんど一致して

いることから，BCH コンクリートを使った部材と従来

コンクリートを使った部材の履歴性状はほぼ同じである

といえる。 

以上の実験結果から，BCH コンクリートを使った架構

の柱・梁接合部については，従来コンクリートを使った

架構と同様に評価できるといえる。 
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3. 柱実験 

3.1 実験概要 

 試験体柱断面は柱・梁接合部試験体と統一し，350mm

×350mm とし，鉄筋の配置も同様とした。パラメータは

コンクリート（セメント，BCH と中庸熱（M））の種類

と柱軸力の載荷履歴とした。試験体一覧を表－5 に，試

験体図と柱軸力載荷履歴を図－5 に示す。いずれの試験

体も曲げ降伏が先行することを想定し，コンクリートは

柱・梁接合部試験体と同じ調合とした（表－2 参照）。 

加力は，上下スタブを平行に保って水平力を載荷する

変位漸増正負繰返し載荷で行った。B2C，M1C 試験体の

柱には圧縮軸力比ηc=0.2 の一定軸力を導入した。一方，

B2V，M1V 試験体の柱は，長期軸力（ηc=0.2）を基点と

し，正加力側は ACI 式 7)による計算曲げ強度時にηc=0.65

となるようにせん断力に比例して軸力を増大させ，以降

はηc=0.65 で一定とする計画とした。また，負加力側も

ACI 式による計算曲げ強度時に-0.9･Ag･σy（Ag：主筋全

断面積）となるようにし，以降は-0.9･Ag･σy で一定の軸

力とした（図－5）。変位履歴は，部材角（R）制御とし，

R=±1,2,3.3,5,7.5,10,15,20,30,40,50/1000rad.で各 2 回ずつ

の正負繰返しとした。 

実験時のコンクリート材料強度を表－6 に示す。鉄筋

は柱・梁接合部試験体と同じものを用いた（表－3 参照）。 

 

表－5 柱試験体一覧 

B2C M1C B2V M1V

BCH M BCH M

断面

主筋

せん断補強筋

軸力載荷履歴

試験体名

コンクリート

一定

柱

350mm×350mm

12-D16（SD490） pg=1.95%

4-D6@50（KSS785） pw=0.73%
変動

 

軸力

せん断力

ACI式7)による
曲げ強度時
せん断力軸力

載荷履歴

軸力

せん断力

軸力
載荷履歴

0.65BcDcσB

-0.9Agσy

一定軸力

変動軸力

ACI式7)による
曲げ強度時
せん断力

正加力 負加力

柱断面図

0.2BcDcσB

0.2BcDcσB

図－5 試験体図（全試験体共通，単位：mm）と 

柱軸力載荷履歴 

 

表－6 材料試験結果一覧（単位：N/mm2
） 

σ B Ec σ ct

B2C 113.2 3.72×104 4.93

B2V 111.1 3.94×104 6.26

M1C 123.7 3.97×104 6.83

M1V 120.0 4.02×104 6.45

BCH

普通（M）
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3.2 実験結果 

 写真－1 に実験終了時の試験体破壊状況を，図－6 に

せん断力－部材角関係を示す。図－6 には ACI 式 7)によ

る曲げ強度計算値時のせん断力（Qcal）を点線で示した。 

一定軸力で BCH コンクリートを用いた B2C，従来コ

ンクリートを用いた M1C ともに曲げ・曲げせん断ひび

割れ発生後，柱頭・柱脚部で圧壊が生じ，R=±10 /1000rad.

で主筋引張降伏とほぼ同時に最大耐力を発揮した。その

後，変形の増大にしたがって徐々に耐力低下したものの，

所定の軸力は保持し続けた。いずれも主筋に沿った縦ひ

び割れが拡大し，R=±60/1000rad.で最大耐力の 80%以下

に耐力が低下したため載荷を終了した。 

 変動軸力試験体は BCH コンクリートを用いた B2V，

従来コンクリートを用いた M1V ともに正側は R=5/1000 

rad.で最大耐力を発揮後急激に耐力劣化が生じたため，

当初目標としていたηc=0.65 まで圧縮軸力を加力するこ

とができず，ACI 式による計算耐力にも達しなかった。

一方，引張側は所定の引張軸力まで加力を行い，計算耐

力も上回った。載荷初期には，引張軸力となる負加力側

で水平ひび割れが多数生じたが，圧縮軸力となる正加力

側ではほとんどひび割れが観察されなかった。その後，

正加力側では，柱頭・柱脚部において圧壊が生じ，最大

耐力を迎えた際には圧壊部の縦ひび割れ幅が大きく拡大

する様子が確認された。最大耐力後，正加力側では圧壊

に起因する縦ひび割れが主筋に沿って徐々に伸展し，

R=20/1000rad.に向かうサイクルで試験体中央部の縦ひ

び割れが拡大して，軸力保持能力を喪失したため載荷を

終了した。実験結果を表－7 に示す。変動軸力の B2V，

M1V は共に正側で ACI 式による計算耐力に到達しなか

ったが，計算値と最大耐力の比はほぼ同じ値であった。 

図－7(a)に一定軸力の B2C と M1C の，図－7(b)に変動

軸力の B2V と M1V の包絡線の比較を示す。図の縦軸は

試験体のコンクリート強度が異なっていたため，曲げ強

度計算値時せん断力 Qcal
7)で基準化した。また，実験値も

軸力による付加曲げモーメントを算入（P－⊿効果を補 

 

 
(a)B2C 

 

(b)M1C 

 

(c)B2V (d)M1V 

写真－1 実験終了時の試験体破壊状況 
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図－6 せん断力－部材角関係 
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正）している。図中の二つの曲線はほとんど一致してい

ることがわかる。 

 また，各サイクル 2 回目のせん断力－部材角関係から

算出した等価粘性減衰定数（heq）の比較を図－8 に示す。

一定軸力でコンクリートの種類が異なる B2C と M1C を

比較すると，部材角の大きな領域でやや M1C の方が大

きいがその差はわずかである。変動軸力でコンクリート

の種類が異なる B2V と M1V も一定軸力のものと同様に

ほとんど差がない結果となった。 

 以上の実験結果から，BCH コンクリートを使った柱

部材についても，従来コンクリート部材と同様に評価で

きると推察される。 

 

表－7 柱実験結果一覧 

正 727.8 10.0 755.9 1.06
負 -724.4 -9.5 -751.1 1.05
正 771.9 10.1 802.6 1.05
負 -745.4 -9.3 -773.9 1.01
正 628.7 4.6 667.5 708.0 0.94
負 -63.9 -15.2 -59.9 -36.6 1.64
正 661.4 4.8 704.6 761.8 0.92
負 -66.3 -15.0 -63.3 -35.6 1.77

Q max * /

Q cal

試験体

最大耐力

Q max *

[kN]

B2C

M1C

B2V

M1V

軸力
載荷
履歴

714.9

764.6

変動

一定

最大耐力

Q max

[kN]

Q max 時の

R
[/1000rad.]

計算値

Q cal

Qmax*：P－⊿効果を補正した最大耐力実験値，Qcal：ACI 式 7)
に

よる曲げ強度計算値時せん断力 
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図－7 包絡線の比較 
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3.3 曲げ耐力に関する考察 

今回，特に変動軸力試験体で計算耐力に達しなかった

原因として，柱全断面とコア断面（ここでは外周横補強

筋の芯～芯間をコア断面とする）に対する軸力比の違い

が影響していたと考えられる。本実験では，柱全断面に

対する圧縮軸力比 0.65 は，コア断面に対する圧縮軸力比

に換算すると 1.02 となる。これは，試験体で PCa 工法を

想定したため，機械式継手の納まり上，通常の試験体よ

りかぶり厚さが大きくなったことが原因である。Fc100

を超えるような高強度コンクリート部材が高軸力下で曲

げせん断力を受けると，カバーコンクリートの急激な圧

壊により，耐力が大きく低下することが知られており例え

ば 8)，このため全断面が有効であるとして算定する ACI

式 7)による曲げ耐力計算値と乖離が生じたものと推定さ

れる。 

そこで，カバーコンクリートとコアコンクリートに異

なる材料特性を与え，平面保持を仮定した断面解析を行

い，軸力と曲げ耐力の関係を算出することとした。カバ

ーコンクリートの応力－ひずみ関係は，最大強度時のひ

ずみ（ε0）を文献 9)式により求め，材料試験で得られた

圧縮強度σB と直線で結んだ。最大耐力後は，2ε0 で応

力がゼロになると仮定した。コアコンクリート部分はせ

ん断補強筋の拘束による強度上昇を考慮した木村らの式
10)を用いた。柱主筋はバイリニア（降伏後の強度上昇な

し）を仮定した。断面解析に用いたコンクリートの応力

－ひずみ関係を図－9 に示す。 

断面解析においては，コアの圧縮縁ひずみ（図－10）

が，コアコンクリートの圧縮強度時のひずみに達したと

きの強度を最大曲げ強度とした。断面解析により得られ

た柱軸力と曲げせん断耐力の関係を，実験時の軸力とせ

ん断力の履歴（図中○）と併せて図－11 に示す。 

図より，本試験体ではコアコンクリートとカバーコン

クリートを分離して評価することにより，ACI 式の計算

値よりも曲げせん断強度がやや小さくなること，高軸力

領域でも実験値を精度良く評価できることがわかる。 

 

4. まとめ 

 高炉スラグ高含有セメント（BCH セメント）を用いた

100N/mm2 級超高強度コンクリートの柱・梁接合部実験

および柱実験を実施し，以下の知見を得た。 

(1) 接合部でのせん断破壊が先行するように設計した

柱・梁接合部試験体は，想定通り接合部破壊となり，

従来セメント（中庸熱セメント）を用いた試験体と

耐力や履歴性状に差は見られなかった。このことか

ら，BCH セメントを用いた柱・梁接合部は，従来

セメントのものと同様に扱うことができるといえ

る。 

(2) 曲げ破壊が先行するように設計した柱試験体のう

ち，一定軸力試験体は想定通りの破壊となり，耐力

も ACI 式 7)による計算値を上回った。一方，変動軸
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力試験体は，耐力が ACI 式による計算値に達しな

い結果となった。ただし，その耐力や履歴性状につ

いては，一定軸力のものも含め，BCH セメントと

従来セメントとの差は見られなかった。 

(3) 変動軸力試験体において計算耐力に達しなかった

原因として，試験体のカバーコンクリート部分の断

面積の割合が大きかったことが考えられる。かぶり

部分とコア部分を分離し，材料試験結果に基づいて

コンクリートの応力－ひずみ関係をモデル化した

断面解析を実施した結果，実験結果を精度良く評価

できることが確認できた。 
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図－10 解析に用いた断面
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